
　

二
〇
二
一
年
八
月
三
一
日
、
金
融

庁
か
ら
「
二
〇
二
一
事
務
年
度 

金

融
行
政
方
針
〜
コ
ロ
ナ
を
乗
り
越

え
、
活
力
あ
る
経
済
社
会
を
実
現
す

る
金
融
シ
ス
テ
ム
の
構
築
へ
〜
」

（
以
下
、「
二
〇
二
一
年
度
金
融
行
政

方
針
」
と
い
う
）
が
公
表
さ
れ
ま
し

た
。
本
稿
で
は
、
二
〇
二
一
年
度
金

融
行
政
方
針
を
踏
ま
え
た
金
融
行
政

の
動
向
と
、
Ｊ
Ａ
が
認
識
し
て
お
く

重
要
な
ポ
イ
ン
ト
を
読
み
解
き
、
分

析
し
ま
す
。

二
〇
二
一
年
度
金
融
行

政
方
針
の
構
成

　

二
〇
二
一
年
度
金
融
行
政
方
針

は
、
次
の
三
つ
の
章
で
構
成
さ
れ
て

い
ま
す
。（
図
表
１
）

Ⅰ
．
コ
ロ
ナ
を
乗
り
越
え
、
力
強
い

経
済
回
復
を
後
押
し
す
る

Ⅱ
．
活
力
あ
る
経
済
社
会
を
実
現
す

る
金
融
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る

Ⅲ
．
金
融
行
政
を
さ
ら
に
進
化
さ
せ

る

　

ま
た
、
金
融
行
政
方
針
本
文
に
加

え
て
、「
コ
ラ
ム
」「
補
足
資
料
」
が

公
表
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

コ
ラ
ム
と
し
て
は
「
地
域
銀
行
の

経
営
状
況
」「
金
融
仲
介
機
能
の
発

揮
に
向
け
た
実
態
把
握
の
取
組
み
」

「
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
を

巡
る
動
き
」「
東
京
証
券
取
引
所
に

お
け
る
上
場
株
式
市
場
の
構
造
改

革
」「
金
融
事
業
者
の
顧
客
本
位
の

業
務
運
営
に
関
す
る
取
組
状
況
」

「
金
融
分
野
の
シ
ス
テ
ム
障
害
分
析

レ
ポ
ー
ト
」
な
ど
全
一
八
項
目
が
設

け
ら
れ
て
お
り
、
ま
た
、
補
足
資
料

に
お
い
て
は
、
二
〇
二
一
年
度
金
融

行
政
方
針
の
各
項
目
に
関
し
、「
昨

事
務
年
度
の
実
績
」
と
「
本
事
務
年

度
の
作
業
計
画
」
が
記
載
さ
れ
、
現

在
の
金
融
行
政
の
方
向
性
が
示
さ
れ

て
い
ま
す
。

「
Ⅰ
．
コ
ロ
ナ
を
乗
り

越
え
、
力
強
い
経
済
回

復
を
後
押
し
す
る
」
に

つ
い
て

　
「
コ
ロ
ナ
を
乗
り
越
え
、
力
強
い

経
済
回
復
を
後
押
し
す
る
」
の
項

は
、「
１
．
金
融
機
関
に
よ
る
資
金

繰
り
支
援
」「
２
．
地
域
経
済
再
生

の
た
め
の
取
組
み
」「
３
．
モ
ニ
タ

解
説

「
二
〇
二
一
事
務
年
度 

金
融
行
政
方
針
」

の
概
要
と
ポ
イ
ン
ト
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弁護士　川西 拓人
2002 年京都大学法学部卒業、2003 年弁護
士登録、弁護士法人御堂筋法律事務所入所。
2008 ～ 2010 年金融庁検査局出向（金融証
券検査官・専門検査官）。2015 年７月より
現職。
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【
図

表
１

】
2021

年
度

金
融

行
政

方
針

の
構

成

（
出

所
）

金
融

庁
「

2021
事

務
年

度
 金

融
行

政
方

針
～

コ
ロ

ナ
を

乗
り

越
え

、
活

力
あ

る
経

済
社

会
を

実
現

す
る

金
融

シ
ス

テ
ム

の
構

築
へ

～
」
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は
じ
め
に

　「
公
的
年
金
制
度
の
定
期
健
康
診

断
」
と
も
い
わ
れ
る
財
政
検
証
が
、

五
年
に
一
度
行
わ
れ
ま
す
。

　
二
〇
一
九
（
令
和
元
）
年
の
財
政

検
証
で
は
、
被
用
者
保
険
の
適
用
拡

大
や
保
険
料
拠
出
期
間
の
延
長
、
受

給
開
始
時
期
を
繰
下
げ
る
こ
と
が
、

公
的
年
金
の
給
付
水
準
確
保
に
効
果

が
高
い
こ
と
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
こ

れ
を
踏
ま
え
て
、
年
金
制
度
の
機
能

強
化
の
た
め
の
国
民
年
金
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
（
以
下
、「
改

正
法
」
と
い
う
）
が
、
二
〇
二
〇

（
令
和
二
）
年
六
月
五
日
に
公
布
さ

れ
ま
し
た
。

　
こ
の
改
正
法
は
、
よ
り
多
く
の
人

が
よ
り
長
く
多
様
な
形
で
働
く
社
会

へ
変
化
す
る
な
か
で
、
長
期
化
す
る

高
齢
期
の
経
済
基
盤
の
充
実
を
図
る

た
め
の
も
の
で
す
。

　
主
な
改
正
事
項
と
し
て
は
、
次
の

点
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

【
公
的
年
金
制
度
】

・
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大

・
在
職
中
の
年
金
受
給
の
在
り
方
の

見
直
し

・
受
給
開
始
時
期
の
選
択
肢
の
拡
大

・
国
民
年
金
手
帳
か
ら
基
礎
年
金
番

号
通
知
書
へ
の
切
換
え
（
二
〇
二

二
（
令
和
四
）
年
四
月
）

・
未
婚
の
ひ
と
り
親
等
を
寡
婦
と
同

様
に
国
民
年
金
保
険
料
の
申
請
全

額
免
除
基
準
等
に
追
加
（
二
〇
二

一
（
令
和
三
）
年
四
月
）

・
短
期
滞
在
の
外
国
人
に
対
す
る
脱

退
一
時
金
の
支
給
上
限
年
齢
を
三

年
か
ら
五
年
に
引
上
げ
（
二
〇
二

一
（
令
和
三
）
年
四
月
）

・
児
童
扶
養
手
当
と
障
害
年
金
の
併

給
調
整
の
見
直
し（
二
〇
二
一（
令

和
三
）
年
三
月
）　

な
ど

【
そ
の
他
】

・
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
制
度
に

関
す
る
所
得
・
世
帯
情
報
照
会
の

対
象
者
の
見
直
し
に
よ
る
請
求
書

送
付
（
二
〇
二
一
（
令
和
三
）
年

八
月
）

　
加
え
て
、
老
後
の
充
実
し
た
生
活

を
支
え
る
た
め
の
企
業
年
金
・
私
的

年
金
に
つ
い
て
も
、
次
の
項
目
が
挙

げ
ら
れ
ま
す
。

【
企
業
年
金
・
私
的
年
金
】

・
確
定
拠
出
年
金
の
加
入
可
能
年
齢

の
引
き
上
げ
（
二
〇
二
二
（
令
和

四
）
年
五
月
）

・
受
給
開
始
時
期
を
上
限
七
〇
歳
か

ら
七
五
歳
に
引
上
げ
（
二
〇
二
二

解
説

社会保険労務士　佐々木 裕子
埼玉県出身。ＪＡや金融機関、企
業で研修講師を務めている。特定
社会保険労務士、１級ＤＣ（企業
年金総合）プランナー、キャリア
コンサルタント（国家資格）、Ａ
ＦＰ（日本ＦＰ協会認定）。

押
さ
え
て
お
き
た
い

二
〇
二
二
（
令
和
四
）
年
度

年
金
制
度
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

11 解説　押さえておきたい　2022（令和 4）年度年金制度改正のポイント'21/12月号_No.618 10解説　押さえておきたい　2022（令和 4）年度年金制度改正のポイント '21/12月号_No.618



（
令
和
四
）
年
四
月
）

・
確
定
拠
出
年
金
に
お
け
る
中
小
企

業
向
け
制
度
で
あ
る
簡
易
型
Ｄ
Ｃ

と
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
プ
ラ
ス
の
対
象
範

囲
を
一
〇
〇
人
以
下
か
ら
三
〇
〇

人
以
下
に
拡
大
（
二
〇
二
〇
（
令

和
二
）
年
一
〇
月
）

・
企
業
型
確
定
拠
出
年
金
加
入
者
の

マ
ッ
チ
ン
グ
拠
出
と
個
人
型
確
定

拠
出
年
金
加
入
の
選
択
（
二
〇
二

二
（
令
和
四
）
年
一
〇
月
）

　

な
ど

　
こ
の
改
正
法
の
な
か
で
、
本
稿
で

は
、
公
的
年
金
制
度
の
主
な
見
直
し

で
あ
る
「
被
用
者
保
険
の
適
用
拡

大
」「
在
職
中
の
年
金
受
給
の
在
り

方
の
見
直
し
」「
受
給
開
始
時
期
の

選
択
肢
の
拡
大
」
に
つ
い
て
み
て
い

き
ま
す
。

１
　
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大

⑴
　
現
状
と
改
正
の
経
緯

　
働
き
方
や
企
業
規
模
・
形
態
に
か

か
わ
ら
ず
、
被
用
者
保
険
（
厚
生
年

金
保
険
・
健
康
保
険
）
の
被
保
険
者

と
な
る
こ
と
が
望
ま
し
い
の
で
す

が
、
短
時
間
労
働
者
と
し
て
働
く
方

の
中
に
は
、
国
民
年
金
・
国
民
健
康

保
険
に
入
っ
て
い
る
方
が
い
ま
す
。

　
被
用
者
保
険
の
適
用
拡
大
が
進
め

ば
、
報
酬
に
比
例
し
た
保
険
料
を
負

担
し
た
う
え
で
、
国
民
年
金
で
あ
る

基
礎
年
金
と
報
酬
比
例
に
よ
る
厚
生

年
金
が
受
け
取
れ
ま
す
。
働
き
方
や

企
業
に
よ
る
雇
い
方
の
選
択
に
お
い

て
、
社
会
保
険
制
度
の
取
扱
い
に
よ

っ
て
選
択
を
ゆ
が
め
ら
れ
た
り
、
不

公
平
を
生
じ
な
い
よ
う
に
し
、
企
業

と
し
て
も
働
き
た
い
人
の
能
力
発
揮

の
機
会
や
企
業
運
営
に
必
要
な
労
働

力
を
確
保
し
や
す
く
な
る
こ
と
が
期

待
さ
れ
ま
す
。

　
被
用
者
と
し
て
働
い
て
い
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
国
民
年
金
を
納
付
し
て

い
る
方
（
第
一
号
被
保
険
者
）
は
、

国
民
年
金
滞
納
に
よ
る
無
年
金
・
低

年
金
の
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
配
偶
者
の
被
扶
養
配
偶
者
（
第

三
号
被
保
険
者
）
は
、
年
収
一
三
〇

万
円
以
上
と
な
る
と
扶
養
で
な
く
な

る
た
め
、
働
き
方
を
調
整
し
て
い
る

方
も
い
ま
す
が
、
自
ら
被
用
者
保
険

に
加
入
す
れ
ば
働
く
時
間
を
自
由
に

選
べ
ま
す
。

　
国
民
年
金
の
財
政
で
は
、
国
民
年

金
加
入
者
が
厚
生
年
金
被
保
険
者
と

な
る
こ
と
で
改
善
さ
れ
、
マ
ク
ロ
経

済
ス
ラ
イ
ド
調
整
終
了
後
の
所
得
代

替
率
の
改
善
や
基
礎
年
金
水
準
の
確

保
と
な
り
、
年
金
制
度
に
お
け
る
所

得
再
分
配
機
能
の
維
持
に
つ
な
が
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
現
在
、
短
時
間
労
働
者
の
被
用
者

保
険
（
厚
生
年
金
保
険
と
健
康
保

険
）
の
適
用
要
件
は
、
一
週
間
の
所

定
労
働
時
間
お
よ
び
一
ヵ
月
の
所
定

労
働
日
数
が
、
同
じ
事
業
所
に
使
用

さ
れ
る
通
常
の
労
働
者
の
所
定
労
働

時
間
お
よ
び
所
定
労
働
日
数
の
四
分

の
三
以
上
で
す
。

　
わ
か
り
や
す
く
所
定
労
働
時
間
で

捉
え
て
み
る
と
、
一
週
間
の
所
定
労

働
時
間
が
四
〇
時
間
の
企
業
の
場

合
、
週
の
所
定
労
働
時
間
が
三
〇
時

間
以
上
の
短
時
間
労
働
者
が
被
用
者

保
険
に
加
入
し
ま
す
。

　
二
〇
一
六
（
平
成
二
八
）
年
一
〇

月
よ
り
、
こ
の
適
用
要
件
を
満
た
さ

な
く
て
も
、
被
用
者
保
険
に
加
入
す

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
現
在
の
短

時
間
労
働
者
へ
の
被
用
者
保
険
の
適

用
は
、
企
業
規
模
が
従
業
員
五
〇
〇

人
超
で
、
週
の
所
定
労
働
時
間
が
二

〇
時
間
以
上
、
勤
務
期
間
が
一
年
以

上
見
込
ま
れ
、
賃
金
月
額
八
万
八
〇

〇
〇
円
以
上
、
学
生
（
夜
間
・
通
信

制
・
定
時
制
以
外
）
で
な
い
こ
と
、

と
い
う
要
件
を
す
べ
て
満
た
す
必
要

が
あ
り
ま
す
。

⑵
　
適
用
さ
れ
る
企
業
規
模
要

件
の
拡
大

　
こ
の
改
正
法
で
は
、
企
業
規
模
要

件
を
二
〇
二
二
（
令
和
四
）
年
一
〇

月
に
一
〇
〇
人
超
、
二
〇
二
四
（
令

和
六
）
年
一
〇
月
に
五
〇
人
超
と
適

用
に
な
る
企
業
が
拡
大
さ
れ
ま
す
。

こ
の
従
業
員
と
は
、
短
時
間
労
働
者
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画 2021年 重要判例解説ダイジェスト企別特

受
け
、
本
件
手
形
貸
付
金
は
、

回
収
不
能
に
な
っ
た
。

④�

Ｚ
の
会
員
Ｘ
は
、
Ｚ
の
理
事
Ｙ

ら
に
対
し
て
「
Ｙ
ら
は
、
本
件

手
形
貸
付
に
つ
き
Ｚ
の
理
事
と

し
て
の
善
管
注
意
義
務
・
忠
実

義
務
違
反
が
あ
る
」
と
主
張

し
、
回
収
不
能
額
金
一
億
三
〇

〇
〇
万
円
の
損
害
賠
償
を
求
め

る
会
員
代
表
訴
訟
を
提
起
し

た
。

一　

信
用
金
庫
の
理
事
が
融
資
の
可

否
を
判
断
す
る
に
当
た
っ
て
は
、

こ
の
判
断
が
将
来
の
予
測
を
踏

ま
え
た
専
門
的
、
総
合
的
判
断

で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、「
経
営
判

断
」
と
し
て
一
定
の
裁
量
が
認

め
ら
れ
る
。

二　

ま
た
、
融
資
に
当
た
り
、
取
引

支
店
お
よ
び
本
店
融
資
部
等
が

そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
か
ら
情
報
収

集
、
分
析
、
検
討
す
る
手
続
き

の
整
備
さ
れ
て
い
る
信
用
金
庫

に
お
い
て
は
、
理
事
は
、
特
別

の
事
情
が
な
い
限
り
、
各
部
署

判
決
要
旨

【
事
案
】

①�

Ｚ
信
用
金
庫
は
、
Ａ
社
に
対
し

て
、
一
億
三
〇
〇
〇
万
円
の
本

件
手
形
貸
付
を
し
た
。

②�
本
件
手
形
貸
付
は
、
Ｚ
の
常
勤

理
事
で
構
成
す
る
理
事
会
の
稟

議
・
承
認
を
得
て
実
行
さ
れ

た
。

③�

Ａ
は
、
破
産
手
続
開
始
決
定
を

信
用
金
庫
の
貸
付
・
割

引
金
回
収
不
能
と
理
事

の
責
任
（
福
岡
高
宮
崎
支
判
令

和
元
・
六
・
一
九
金
融
法
務
事

情
二
一
五
四
号
四
六
頁
。
本
誌

六
〇
九
号
五
三
頁
参
照
）

（
一
般
）

特 別 企 画━ 2 0 2 1年━

重要判例解説ダイジェスト
2021 年も、金融界に大きな影響を及ぼす判例が数多く出され
ました。12 月号では、毎年恒例の特別企画として、重要判例
をダイジェストで紹介いたします。本誌や判例誌に掲載された
もののうち、ＪＡの業務に深く関わる 12 の判例解説を、１年
間のおさらいとしてご活用ください。

弁護士
（元大阪高等裁判所判事）

黒田 直行

〈掲　載　項　目〉

１
一　般

１．信用金庫の貸付・割引金回収不能と理事の責任
２．新会社につき法人格が否認された事例
３．任意後見契約登記後の法定後見開始申立の適否

貯　金

４�．預金払戻が預金債権の準占有者に対する弁済として有効とされ
た事例

５．盗難カードによる預金払戻と預貯金者保護法による補てん金請求

管　理

６．相続税算定における相続不動産の評価方法
７．建物敷金返還債務の共同相続による承継 
８．先取特権者の配当要求による債権の消滅時効中断の効力
９．数個の貸金の一部弁済と消滅時効中断の範囲

倒　産

10．貸金債権と売買代金債権との相殺に対する破産否認

その他

11．建設機械の即時取得
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画 2021年 重要判例解説ダイジェスト企別特

め
ら
れ
る
。
こ
れ
を
「
経
営
判
断
の

原
則
」
と
い
う
。

　

ま
た
、
役
員
の
企
業
経
営
の
判
断

は
、
特
別
の
事
情
が
な
い
限
り
、
下

部
組
織
が
行
な
っ
た
情
報
収
集
、
分

析
検
討
を
基
礎
と
し
て
判
断
を
す
る

こ
と
が
許
さ
れ
る
。
こ
れ
を
「
経
営

判
断
に
お
け
る
信
頼
の
原
則
」
と
い

う
。
こ
の
原
則
の
適
用
が
認
め
ら
れ

な
い
「
特
別
の
事
情
」
と
は
、
①
下

部
組
織
の
構
築
に
不
備
が
あ
る
場

合
、
②
下
部
組
織
の
情
報
収
集
・
分

析
検
討
に
、
こ
れ
に
依
拠
し
て
意
思

決
定
を
す
る
こ
と
に
躊
躇
を
覚
え
る

よ
う
な
不
足
・
不
備
が
あ
る
場
合
で

あ
る
。

３
　
会
員
代
表
訴
訟

　

理
事
が
金
庫
に
損
害
を
与
え
た
場

合
、
金
庫
自
身
が
理
事
に
対
す
る
責

任
追
求
の
訴
え
（
損
害
賠
償
請
求
訴

訟
）
を
提
起
し
な
い
と
き
は
、
会
員

が
金
庫
の
た
め
に
責
任
追
求
の
訴
え

を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
信
用

金
庫
法
三
九
条
の
六
、
会
社
法
八
四

七
条
三
項
）。
こ
れ
を
「
会
員
代
表

訴
訟
」
と
い
う
。

４
　
本
件
に
つ
い
て

　

本
件
判
決
は
、
①
非
常
勤
理
事
に

つ
い
て
、
本
件
手
形
貸
付
の
稟
議
に

は
関
与
し
て
い
な
い
か
ら
、
そ
の
善

管
注
意
義
務
違
反
を
問
う
こ
と
は
で

き
な
い
と
し
、
稟
議
に
関
与
し
た
理

事
に
つ
い
て
も
、
経
営
判
断
の
原
則

お
よ
び
経
営
判
断
に
お
け
る
信
頼
の

原
則
を
適
用
し
て
、
理
事
会
稟
議
資

料
、
店
長
意
見
書
等
の
記
載
等
か

ら
、
貸
付
先
の
経
営
悪
化
を
予
測
す

る
こ
と
は
、
予
測
困
難
で
あ
っ
た
と

判
断
し
、
善
管
注
意
義
務
違
反
を
認

め
な
か
っ
た
判
決
で
あ
る
。

新
会
社
に
つ
き
法
人
格

が
否
認
さ
れ
た
事
例

（
東
京
地
判
令
和
三
・
二
・
一

二
金
融
法
務
事
情
二
一
六
八
号

七
二
頁
。
本
誌
六
一
六
号
五
九

頁
参
照
）

【
事
案
】

①�
Ｘ
社
は
、
Ｚ
株
式
会
社
に
対

し
、
六
〇
〇
〇
万
円
の
本
件
貸

付
債
権
を
取
得
し
た
。

②�

そ
の
後
、
Ｚ
と
同
じ
営
業
目
的

の
Ｙ
株
式
会
社
が
設
立
さ
れ
た
。

（
一
般
）

③�

Ｘ
は
、
Ｙ
に
対
し
て
、「
Ｙ
は
、

Ｚ
と
一
体
の
会
社
で
あ
り
、
Ｚ

の
負
債
の
履
行
を
免
れ
る
目
的

で
設
立
さ
れ
た
会
社
で
あ
る
か

ら
、
本
件
貸
付
債
務
の
履
行
を

拒
む
こ
と
は
、
信
義
則
上
許
さ

れ
な
い
」
と
主
張
し
て
本
件
貸

付
金
の
支
払
い
を
求
め
た
。

　

以
下
の
事
実
を
総
合
す
る
と
、
Ｙ

は
、
Ｚ
の
本
件
貸
付
債
務
を
含
む
債

務
の
履
行
を
免
れ
る
目
的
で
設
立
さ

れ
た
、
実
質
的
に
Ｚ
と
一
体
の
法
人

で
あ
り
、
Ｙ
が
「
Ｚ
と
別
法
人
で
あ

る
」
こ
と
を
理
由
に
、
本
件
貸
付
債

務
の
弁
済
を
拒
む
こ
と
は
、
信
義
則

に
照
ら
し
許
さ
れ
な
い
。

①
Ｙ
は
、
Ｚ
の
従
業
員
や
顧
客
の
大

部
分
を
引
き
継
い
だ
う
え
、
Ｚ

と
同
じ
事
業
を
開
始
し
た
。

②
Ｙ
の
設
立
は
、
Ｚ
の
経
営
破
綻
が

必
至
の
状
況
下
で
行
わ
れ
た
。

③
Ｙ
の
設
立
に
は
、
Ｚ
の
代
表
取
締

役
Ａ
の
意
向
が
強
く
働
い
て
お

り
、
Ａ
は
、
Ｙ
の
最
高
経
営
責

任
者
の
肩
書
き
を
付
け
て
経
営

判
決
要
旨

が
行
な
っ
た
情
報
収
集
、
分
析
、

検
討
に
依
拠
し
て
判
断
す
る
こ

と
が
許
さ
れ
る
。

１
　
理
事
の
義
務
と
責
任

　

信
用
金
庫
の
理
事
は
、
金
庫
に
対

し
て
、
①
善
良
な
管
理
者
の
注
意
を

も
っ
て
事
務
を
処
理
す
る
義
務
（
善

管
注
意
義
務
。
信
用
金
庫
法
三
三

条
、
民
法
六
四
四
条
）、
②
金
庫
の

た
め
忠
実
に
職
務
を
行
う
義
務
（
忠

実
義
務
。
信
用
金
庫
法
三
五
条
の

四
）
を
負
う
。
理
事
が
こ
れ
ら
の
義

務
を
怠
り
、
金
庫
に
損
害
を
与
え
た

と
き
は
、
損
害
を
賠
償
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
同
法
三
九
条
）。
な
お
、

農
協
理
事
に
つ
い
て
も
、
同
様
の
義

務
と
責
任
が
あ
る
（
農
協
法
三
〇
条

の
三
、
民
法
六
四
四
条
、
農
協
法
三

五
条
の
二
第
一
項
、
三
五
条
の
六
）。

２
　
善
管
注
意
義
務

　

法
人
役
員
が
企
業
経
営
に
つ
い
て

善
管
注
意
義
務
を
果
た
し
た
か
ど
う

か
は
、
①
合
理
的
な
情
報
収
集
、
調

査
検
討
が
行
わ
れ
た
か
、
②
こ
れ
ら

に
基
づ
き
不
合
理
的
な
判
断
が
さ
れ

な
か
っ
た
か
、
と
い
う
観
点
か
ら
決

解

　説

２
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